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１ 計画策定の背景と趣旨 

我が国では、令和５年４月にこども政策を総合的に推進することを目的とした「こども

基本法」が施行され、同年12月にはすべての子ども・若者が身体的・精神的・社会的に幸

福な生活を送ることができる「こどもまんなか社会」をめざし、『こども大綱』を策定しま

した。本市においては、誰もが安心して子どもを生み育てることができ、子どもの健やか

な成長及び自立が図られ、子どもの権利が尊重される社会の実現のため、令和２年３月に

「第２期古賀市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、各施策を総合的に推進してきま

した。この計画が令和６年度で終了することから、こども基本法に基づき、こども大綱を

勘案した「古賀市こども計画」を策定しました。 
 
 
 

２ 計画の位置づけ 

〇 本計画は、こども基本法第 10条第 2項に基づく「市町村こども計画」であり、本市

が今後進める子ども・子育て施策の目的や基本的方向を示すものです。 

〇 子ども・子育て支援法第 61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」や次

世代育成支援対策推進法第 8条に基づく「市町村行動計画」、こどもの貧困の解消に

向けた対策の推進に関する法律第 10条第 2項に基づく「市町村計画」、子ども・若者

育成支援推進法のに第 9条第 2項に基づく「市町村子ども・若者計画」を包含し一体

的に策定しています。 

〇 古賀市子ども・子育て支援条例第 4条に定める行動計画として位置づけます。 

〇 第5次古賀市総合振興計画を上位計画とし、その他関連計画と整合性を図っています。 
 
 
 

３ 計画の期間 

本計画は、令和７年度から令和11年度までの５か年を計画期間とします。 

計画期間 

 

  

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

令和 
12年度 

 

    

 

     

第２期 

古賀市子ども・子育て支援事業計画 

古賀市こども計画 
次期

計画 
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［ 基本理念 ］ ［ 施策の方向 ］ ［ 基本目標 ］ 

す
べ
て
の
子
ど
も
が
幸
せ
で
あ
り
続
け
る
チ
ル
ド
レ
ン
フ
ァ
ー
ス
ト
の
ま
ち 

（１）母子の健康支援 

（２）親子の成長と交流の場の支援   

（３）幼児教育・保育サービスの充実 

（１）教育環境の充実 

（２）豊かな心と体づくり 

１ 子どもの 
将来にわた
るウェルビ
ーイングを 
支援します 

２ チルドレン
ファースト
の子育て・
子育ちを 
支援します 

３ 保護者が安
心して子育
てができる
環境を確保
します 

（１）子ども・若者を権利の主体として尊重 

（１）子育て世帯の経済的負担の軽減 

（３）安心して学ぶことのできる環境づくり 

（５）児童虐待防止対策の推進、 
自殺対策の推進 

（６）安心して外出できる環境の整備 

（３）子どもの貧困対策の推進 

（２）多様な居場所づくりの推進 

（２）地域における子育て支援の充実 

Ａ 

妊
娠
前
か
ら 

幼
児
期
ま
で 

Ｂ 

学
童
期
・
思
春
期 

Ｃ 

青
年
期 

（１）若者の自立支援 

（４）障がいのある子ども・若者の支援の充実 

（４）ひとり親家庭への支援 

（３）ライフ・ワーク・バランスの促進 
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５ 施策の具体的な取組 

基本目標（１）子どもの将来にわたるウェルビーイングを支援します 

子どものウェルビーイングの向上に向けて、ライフステージに応じた支援を行います。 

妊娠期から幼児期においては、産前から子育て期にかけての切れ目のない伴走型相談支

援を実施することにより、母子の心身の健康を支援するとともに、親子の成長と交流の場

や、質の高い幼児教育・保育サービスの提供に努めます。 

学童期・思春期では、自らの「生き抜く力」を身につけるために教育環境の充実を図る

ほか、豊かな心と健やかな体を育むための取り組みや、安心して学ぶことのできる環境づ

くりを推進します。 

青年期においては、若者が抱える進路や人間関係などの悩みや不安に対して、寄り添い

ながら自立に向けた総合的な支援を行います。 
 

【 施策の方向 】 

（Ａ）妊娠前から幼児期まで 

（１）母子の健康支援     （２）親子の成長と交流の場の支援 

（３）幼児教育・保育サービスの充実 
 

（Ｂ）学童期・思春期 

（１）教育環境の充実     （２）豊かな心と体づくり 

（３）安心して学ぶことのできる環境づくり 
 

（Ｃ）青年期 

（１）若者の自立支援 

 

基本目標（２）チルドレンファーストの子育て・子育ちを支援します 

子どもの権利を尊重し、その理解を深めるため、教育や養育の場における啓発や、地域

社会全体にも啓発を行うことで、子どもの権利に関する意識改革を進めます。 

すべての子ども・若者が自由に活動や学習、遊びができる多くの居場所を持てるよう多

様な居場所づくりを推進します。 

子どもの現在と将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、経済的支

援などの子どもの貧困対策を推進します。 

子どもの障がいを早期に発見する機会を設け、早期に必要な支援につなげるとともに、

障がいの有無にかかわらず、すべての子どもが共に教育を受けられるインクルーシブ教育

を推進するなど、障がいのある子ども・若者の支援の充実を図ります。 

地域や保育所、学校、行政などの関係機関が連携し、児童虐待の早期発見及び早期対応

に取り組みます。防犯や交通安全対策などを進めることにより、子どもが安心して外出で

きる環境を整備します。 
 

【 施策の方向 】 

（１）子ども・若者を権利の主体として尊重 

（２）多様な居場所づくりの推進 

（３）子どもの貧困対策の推進 

（４）障がいのある子ども・若者の支援の充実 

（５）児童虐待防止対策の推進、自殺対策の推進 

（６）安心して外出できる環境の整備  
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基本目標（３）保護者が安心して子育てができる環境を確保します 

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、児童手当の支給や子ども医療費の無償化など

に引き続き取り組みます。 

地域団体や関係機関との連携強化に努め、地域におけるつながりの形成や子育て支援事

業の充実を図ります。 

男性、女性共に家庭で子育てする時間を確保していくために、事業主や労働者に対して、

ライフ・ワーク・バランスの推進に関する啓発を行います。 

ひとり親家庭が安心して生活や子育てができるよう、相談体制の充実を図り、自立を促

進するためのさまざまな支援を行います。 
 

【 施策の方向 】 

（１）子育て世帯の経済的負担の軽減  （２）地域における子育て支援の充実 

（３）ライフ・ワーク・バランスの促進 （４）ひとり親家庭への支援 

 

 

 

６ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の 

量の見込みと確保方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設型給付 

（教育・保育施設） 

・保育所 ・幼稚園 ・認定こども園 

地域型保育給付 

（地域型保育事業） 

・小規模保育 ・家庭的保育・居宅訪問型保育 

・事業所内保育 

・利用者支援事業  ・時間外保育事業（延長保育事業） 

・放課後児童健全育成事業（学童保育）、放課後子供教室   

・子育て短期支援事業（ショートステイ事業）  ・乳児家庭全戸訪問事業 

・養育支援訪問事業  ・地域子育て支援拠点事業  ・一時預かり事業 

・病児保育事業  ・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

・妊婦健康診査事業  ・産後ケア事業  ・子育て世帯訪問支援事業 

・児童育成支援拠点事業  ・親子関係形成支援事業 

・乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） ・実費徴収に係る補足給付を行う事業 

・多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 
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【 量を見込む区分 】 

※「保育の必要な事由」とは、就労（フルタイム、パートタイム、夜間、居宅内労働など）、妊

娠・出産、保護者の疾病・障がい、同居又は長期入院をしている親族の介護・看護、災害復

旧、求職活動、就学、虐待やＤＶのおそれがあること、育児休業取得中に既に保育を必要と

している子どもがいて継続利用が必要であること、その他市町村が認める場合をいいます。 

なお、本市における「保育の必要な事由」のうち、「就労」については月48時間を下限時間とし

ます。 

 

（１）幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育 

各認定区分に応じた年度別の量の見込みと確保方策は以下の通りです。 

 

 １号認定 
２号認定 ２号認定 ３号認定 

教育を希望 左記以外 ０歳 １歳 ２歳 

令和７年度 
量の見込み ２２１ ２８８ ９０４ １７０ ２３６ ２９２ 

確保量合計 １,２０２ ７７３ １９６ ２６７ ２９５ 

令和８年度 
量の見込み ２１３ ２７８ ８７１ １６９ ２５４ ２６７ 

確保量合計 １,２０２ ７７３ １９６ ２６７ ２９５ 

令和９年度 
量の見込み ２０１ ２６３ ８２４ １６８ ２５０ ２８７ 

確保量合計 １,２０２ ７７３ １９６ ２６７ ２９５ 

令和 10年度 
量の見込み １９３ ２５２ ７９１ １６７ ２４６ ２８３ 

確保量合計 １,２０２ ７７３ １９６ ２６７ ２９５ 

令和 11年度 
量の見込み １９１ ２５０ ７８２ １６６ ２４３ ２７９ 

確保量合計 １,２０２ ７７３ １９６ ２６７ ２９５ 

 

  

認定区分 対象者 利用先 

1号認定 3歳以上で教育を希望している子ども 
幼稚園 

認定こども園 

2号認定 

3歳以上で幼稚園・認定こども園を利用する子ども（1
号認定）のなかで、「保育の必要な事由」※に該当し、
預かり保育を希望する子ども（2号認定「教育を希望」
と表記） 

幼稚園 

認定こども園 

3歳以上で、「保育の必要な事由」※に該当し、保育
所・認定こども園での保育を希望している子ども（2号
認定「左記以外」と表記） 

保育所 
認定こども園 

３号認定 
３歳未満で、「保育の必要な事由」※に該当し、保育
所・認定こども園等での保育を希望している子ども 

保育所 
認定こども園 
地域型保育事業 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保方策 

 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

利用者支援事業 

（箇所） 

量の見込み ３ ３ ３ ３ ３ 

確保方策 ３ ３ ３ ３ ３ 

 

①基本型 １ １ １ １ １ 

②特定型 １ １ １ １ １ 

③こども家庭 

センター型 
１ １ １ １ １ 

利用者支援事業 

(妊婦等包括相談支

援事業型)（回） 

量の見込み 

(面談回数) 
１,１７３ １,１５２ １,１３４ １,１１６ １,１０４ 

確保方策 １,１７３ １,１５２ １,１３４ １,１１６ １,１０４ 

時間外保育事業

（延長保育事業）

（人） 

量の見込み １１１ １０７ １０５ １０２ １０１ 

確保方策 １１１ １０７ １０５ １０２ １０１ 

放課後児童健全育

成事業（学童保育）

（人） 

量の見込み ９６２ ８８４ ８７４ ８４２ ８５２ 

確保方策 ９６２ ８８４ ８７４ ８４２ ８５２ 

放課後児童健全育

成事業（放課後子

供教室）（箇所） 

確保方策 ８ ８ ８ ８ ８ 

子育て短期支援事

業（ショートステイ

事業）（人日） 

量の見込み ３８ ３７ ３７ ３６ ３６ 

確保方策 ３８ ３７ ３７ ３６ ３６ 

乳児家庭全戸訪問

事業（人） 

量の見込み ３９１ ３８４ ３７８ ３７２ ３６８ 

確保方策(実施体制) 市が直接実施（保健師、助産師、保育士等） 

養育支援訪問事業

（人） 

量の見込み ２５０ ２４５ ２４２ ２３８ ２３５ 

確保方策(実施体制) 市が直接実施（保健師、助産師、保育士等） 

地域子育て支援拠

点事業（人回） 

量の見込み ９,７６１ ９,６４１ ９,７９３ ９,６４１ ９,５１２ 

確保方策 ５（か所） ５（か所） ５（か所） ５（か所） ５（か所） 

一
時
預
か
り
事
業
（
人
日
） 

①幼稚園等

における在

園児（1号認

定）を対象

とした預か

り保育事業 

量の見込み ３３,８５４ ３２,６２３ ３０,８５５ ２９,６４８ ２９,３１２ 

確保方策 ３３,８５４ ３２,６２３ ３０,８５５ ２９,６４８ ２９,３１２ 

②未就園児

を対象とし

た一時預か

り事業 

量の見込み ３,０５７ ２,９４６ ２,７８６ ２,６７７ ２,６４７ 

確保方策 ３,０５７ ２,９４６ ２,７８６ ２,６７７ ２,６４７ 

病児保育事業 

（人日） 

量の見込み １,４６２ １,４１８ １,３９０ １,３４８ １,３３５ 

確保方策 １,４６２ １,４１８ １,３９０ １,３４８ １,３３５ 

子育て援助活動支

援事業（ファミリ

ー・サポート・セン

ター事業）（人日） 

量の見込み １６１ １５７ １５６ １５１ １４７ 

確保方策 １６１ １５７ １５６ １５１ １４７ 
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 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

妊婦健康診査事業

（人回） 

量の見込み ４,６９２ ４,６０８ ４,５３６ ４,４６４ ４,４１６ 

確保方策 ４,６９２ ４,６０８ ４,５３６ ４,４６４ ４,４１６ 

産後ケア事業 

（人日） 

量の見込み １１２ １１０ １０８ １０７ １０６ 

確保方策 １１２ １１０ １０８ １０７ １０６ 

子育て世帯訪問支

援事業（人日） 

量の見込み（延べ） ２７９ ２７４ ２７１ ２６６ ２６１ 

確保方策（延べ） ２７９ ２７４ ２７１ ２６６ ２６１ 

親子関係形成支援

事業（新規事業）

（人） 

量の見込み １０ １２ １２ １２ １２ 

確保方策 １０ １２ １２ １２ １２ 

乳
児
等
通
園
支
援
事
業
（
こ
ど
も
誰
で

も
通
園
制
度
）（
新
規
事
業
）（
人
日
） 

０歳児 

（延べ人数） 

量の見込み １,１２５ １,４６４ １,４４０ １,４１６ １,４０４ 

確保方策 １,１２５ １,４６４ １,４４０ １,４１６ １,４０４ 

１歳児 

（延べ人数） 

量の見込み １,４２２ ２,０４０ ２,００４ １,９８０ １,９５６ 

確保方策 １,４２２ ２,０４０ ２,００４ １,９８０ １,９５６ 

２歳児 

（延べ人数） 

量の見込み １,５６６ １,８９６ ２,０５２ ２,０１６ １,９９２ 

確保方策 １,５６６ １,８９６ ２,０５２ ２,０１６ １,９９２ 

 

７ 実施状況の進捗管理 

本計画の適切な進捗管理を行うために、次のように取り組んでいきます。 

（１） 庁内の関係各課で構成される「古賀市子ども・子育て支援庁内会議」並びに学識経

験者、子ども・子育て支援事業の従

事者及び保護者などで構成される

「古賀市子ども・子育て会議（以下

「子ども・子育て会議」という。）」

において、毎年、担当課による評価

（行政評価）を基に事業の進捗状

況等を確認していきます。進捗管

理にあたっては、事業の目的や目

標などを再確認しながら、新たな

連携の可能性を探るなど、事業を

効果的に推進する方法について

PDCAサイクルを回しながら検証

し、改善に向けた取り組みを進めていきます。 

（２） 計画に定めた「量の見込み」が実情と大きく乖離し、変更が必要と判断される場合

は、計画期間の中間年（令和9年度）を目安に計画の見直しを行います。 

（３） 計画の見直しが必要な場合は、子ども・子育て会議で審議し、意見を聴取します。 

（４） 本計画は「こどもまんなか社会」の実現に向けた総合的な計画であり、市全体で施

策を推進するため、市のホームページや広報媒体を活用し、計画の実施状況に関す

る情報を周知します。

翌年の活動への反映 

事業の進捗管理 

古賀市子ども・子育て会議 

古賀市こども計画 

古賀市子ども・子育てニーズ調査 

古賀市子ども・子育て支援庁内会議 

施策の見直し・方針の見直し 
５
年
後
の
評
価 

毎
年
、
基
本
理
念
の
実
現
に
向
け
て
改
善
し
て
い
く 

基本目標別の具体的な取組 

毎
年
の
流
れ 

実施のイメージ 
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